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Abstract : This study reported a development process and a case study of the Japanese Pathway 

Health Check (J-PHC), which is a communication tool for understanding the current status and for 

identifying challenges of athlete development pathways in the National Federations (NFs). By 

advancing the case studies of United Kingdom and Australia, the J-PHC was developed including 93 

questions based on the concept of Japanese athlete development pathways. The J-PHC was refined 

through implementing the national projects based on a sports policy over 7 years. The processes of 

discussing main challenges and the required next actions among the key stakeholders and forming 

consensus on their views and interpretations based on the J-PHC results were highlighted in the 

study. The communication tool developed in the case study is expected to facilitate a common 

understanding of the key stakeholders leading to align athlete development pathways at the system 

level in Japan. 
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Ⅰ．背景

アスリート育成パスウェイ（パスウェイ）の概

念は、子どもがスポーツに触れてからトップアス

リートに至るまでの過程を示すもので、いわゆる

中央競技団体（NF）で推進されるスポーツの普

及とアスリートの発掘・育成・強化に関連してお

り 4)、世界的にもその概念が浸透してきている 2)。

日本スポーツ振興センター（JSC）では、国のス

ポーツ政策を踏まえて 2012年から現在に至るま

で、「メダルポテンシャルアスリート育成システ

ム構築」「アスリートパスウェイの戦略的支援」「次

世代ターゲットスポーツの育成支援」等のパス

ウェイに関連する事業を推進及び支援してきた。

こうした中、文部科学省「第 3期スポーツ基本

計画」註 1) やスポーツ庁「持続可能な国際競技力

向上プラン」註 2)でも、NFは国内の各競技スポー

ツを統括する団体として、「国際競技力向上の観

点からアスリートの競技開始からトップレベルに

至るまでの道筋を整備することが求められ、この

パスウェイの構築等を通じた、中長期の戦略的な

発掘・育成・強化の取組により、世界で活躍する

トップアスリートを継続的に輩出する」ことが謳

われている 5),7)。また衣笠ほか 4)は、「パスウェイ

に関わる様々な関係機関が連携・協働してシステ

ム開発に取り組むことが、中長期的な視点から国

際競技力強化に貢献できる」と述べている。

さらに、パスウェイ構築に関わる NFの育成・

強化等の担当者とその関係者（地域のコーチや指

導者、保護者、医・科学スタッフ等）が効果的に

連携・協働するためには、共通言語（共通理解を

促す専門用語）を用いた統一の枠組み（ある定め

られた視点で物事を整理する共通の枠組み）が必

要であることも分かっている 6)。つまり、共通言

語や統一の枠組みを用いて、NFのパスウェイ構

築に関わる関係者の間でコミュニケーションを

図ることで、関係者間の連携・協働が促進され、

NFが中長期的な視点に立ったパスウェイ構築に

つながる可能性がある。

NFがパスウェイ構築を目指す上で、その現状

を把握することや課題を抽出することが大切であ

る。イギリスのスポーツ統括団体の一つで、NF

に対する公的資金の戦略的な配分を担う機関で

ある UKスポーツは、NFにおけるパスウェイの

現状把握や課題抽出のため、パスウェイヘルス

チェック（PHC）というコミュニケーションツー

ルを用いて、主に NFにおける効率的で持続可能

な育成プログラムの開発を支援している 8)。具体

的には、NFとスポーツ統括団体が競技横断的に

4年に一度このツールを用いることで、パスウェ

イに関連する多角的な視点（ギャップ分析、ジュ

ニア期からシニア期への移行率、育成プログラム

の有効性等）から、競技別のパスウェイの課題と

その改善策について協議した上でパスウェイの最

適化や強化費配分につなげている。また、スポー

ツオーストラリア（当時オーストラリアスポーツ

コミッション）は、オーストラリアのスポーツ政

策立案や予算配分を担う機関であるが、彼らも

パスウェイの概念の一つである FTEM 1)を用いた

PHCを NF内での自己点検のツールとして実施

し、その回答結果を用いた NF内での議論を経て

強化戦略プランに反映させている 9)。したがって、

これらの諸外国の事例から、NFが PHCを活用し

てパスウェイの現状を多角的な視点から可視化及

び定量化した結果を用いて、NFのパスウェイ構

築に関わる関係者の間で現状や課題について継続

的に協議し、その改善策を NFの強化戦略プラン

の中に反映していくことで、将来的に中長期的な

パスウェイ構築につなげられる可能性がある。し

かし、我が国ではこのような包括的な視点で NF

のパスウェイの現状を可視化し、NFのパスウェ

イ構築に関わる関係者の間でのコミュニケーショ

ンを図るためのツール（コミュニケーションツー

ル）が存在しなかった。

そこで本研究では、NFのパスウェイを構築支

援する事業を実践する中で、NFと JSCが協働し

て開発したコミュニケーションツールである「日

本版 PHC」の開発過程を報告する。なお、本研

究の開発過程の中には、実際の活用事例が含まれ

ており、それらの結果を踏まえて、日本版 PHC

の活用方法や注意点を検討し、NFがパスウェイ
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に関する現状把握や課題抽出のためのコミュニ

ケーションを促進するための知見を得ることを目

的とした。

Ⅱ．方法

1．日本版 PHCの開発に参加した関係者

本研究における日本版 PHCの開発に参加した

関係者は、JSCのパスウェイに関する専門家（パ

スウェイ専門家）6名、パスウェイに関する支援

及び研究の経験が豊富な海外有識者（パスウェイ

有識者）1名と、次に示す事業に参加した NF28

団体（オリンピック競技：夏季 18団体、冬季 5

団体、パラリンピック競技：夏季 5団体）とし

た。対象とした事業は、2016年度「メダルポテ

ンシャルアスリート育成システム構築（文部科学

省委託事業）」、2017～ 2021年度「アスリートパ

スウェイの戦略的支援（JSC事業）」、2021年度「次

世代ターゲットスポーツの育成支援（JSC事業）」

とした。なお、本研究では事業間に重複した団体

が存在したため、重複した団体は一つの団体とし

てカウントした。当事業の各 NF担当者を中心に

普及・発掘・育成・強化に関連する回答者 5名

程度が選出され、1団体につき 1つの日本版 PHC

の回答を提出することとした。

本研究は JSC事業の中で、NFのパスウェイの

現状把握や課題抽出のためのコミュニケーション

ツールの開発を試みたもので、当時開発中であっ

た日本版 PHCを NFと JSCの両者で活用した結

果を踏まえて、NFはパスウェイの現状把握や課

題抽出を行い、JSCは日本版 PHCの設問、回答、

実施方法等を洗練化した。

2．日本版 PHCの開発過程

これまで JSCは、NFにおけるパスウェイの

構築状況を可視化する方法がなかった。日本版

PHCの開発趣旨は、NFにおけるパスウェイの

現状把握や課題抽出のためのコミュニケーショ

ンツール開発であった。表 1に日本版 PHCの開

発過程の概要を示した。2016年の開発開始時に

は、イギリスやオーストラリアの事例 8),9)を参考

に、回答者の基礎情報（競技団体名、回答者の役

職、回答日等）、NFの基礎情報（組織図、予算状

況、競技人口、アスリート／指導者／スタッフの

人数、強化拠点等）に加え、JSCで当時開発中で

あった日本版 FTEM 3), 註3)の育成段階（F：ファウ

ンデーション、T：タレント、E：エリート、M：

マスタリー）と育成の基軸を踏まえて、個人要因

（心技体知、インテグリティ）、スポーツ要因（組

織のビジョン／リーダーシップ／文化、質の高い

コーチング、質の高い育成環境）、システム要因（関

係者との連携・協働、ネットワークと支援）の観

点から、パスウェイの全段階の設問（30項目）、

普及段階の設問（71項目）、発掘・育成段階の設

問（106項目）、強化段階の設問（167項目）、コー

チに関する設問（21項目）に区分し、全 395項

目の設問を抽出した。これらの設問に対する回答

は、4つの選択肢（「いいえ」「どちらかというと

いいえ」「どちらかというとはい」「はい」）を設

表 1．日本版パスウェイヘルスチェックの開発過程の概要

年 開発の変遷（バージョン履歴）

2016 年

2017 年

・Ver.1.0の開発
・Ver.1.0からVer.1.5への更新
・Ver.1.5からVer.2.0への更新

2018 年

2019 年

・Ver2.0の運用
・ 運用ツール（概要説明書、実施説明書、採点用テンプレート、

フィードバックシート）の開発
2020 年

2021 年

・Ver.2.0の運用
・Ver2.0からVer.2.4への更新
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定し、各設問に対して「はい」の回答をすること

で NFのパスウェイ構築状況が最適化されている

ものとした。

抽出した全 395項目に対して、イギリスとオー

ストラリアの PHCの各設問 8),9)が全 126項目と

全 150項目であることに鑑みて、日本版 PHCの

内的妥当性の検証を行った。パスウェイ専門家 3

名とパスウェイ有識者 1名で内容が重複する設問

の削除や類似する設問の統合等を行い、パスウェ

イの全体を網羅した日本版 PHC Ver.1.0（全 87項

目）を開発した。

日本版 PHC Ver.1.0は、2016～ 2017年度の事

業対象 NF6団体に対して試験的に用いた。日本

版 PHCの回答結果について、対象 NFの回答者

とパスウェイ専門家との間で議論して、パスウェ

イの現状把握や課題抽出を実施した。一方で、回

答した各 NF6団体に設問の重要性（1「全く重要

でない」～ 5「とても重要である」）と簡潔性（1「と

ても分かりにくい」～ 5「とても分かりやすい」）

に関する事後のアンケート調査を実施し、その調

査の結果を踏まえて日本版 PHC Ver.1.0における

設問の重要性や簡潔性の課題や修正点等を検討し

た。特に簡潔性の結果が低かった、分かりにくい

設問についてパスウェイ専門家、パスウェイ有識

者、対象 NFの事業担当者の 3者と議論しながら

5回の修正を繰り返すことで、日本版 PHC Ver.1.5

まで更新した後、さらに設問の新規追加及び分割

により日本版 PHC Ver.2.0（全 93項目）まで更新

した。加えて、日本版 PHC Ver.2.0の設問の重要

性（1「全く重要でない」～ 5「とても重要である」）

と簡潔性（1「とても分かりにくい」～ 5「とて

も分かりやすい」）に関するアンケート調査をパ

スウェイ有識者 1名と対象 NFの事業担当者 2名

に実施した。その結果、重要性の結果が高かった

設問については、得点の重み付けが高くなるよう

に設定をした。

日本版 PHC Ver.2.0は、2018～ 2019年度の事

業対象 NF6団体に対して試験的に運用し、その

結果を踏まえて、日本版 PHCの運用ツール（概

要説明書、実施説明書、採点用テンプレート、

フィードバックシート）を開発した。その後、日

本版 PHC Ver.2.0は、各種運用ツールを用いて、

2020～ 2021年度の事業対象 NF23団体を対象に、

各 NFのパスウェイの現状把握や課題抽出のため

に用いた。各 NFからの事後アンケートによる調

査結果を踏まえて、設問の簡潔性を高める説明の

追記や得点の重み付けの度合いの調整等を 4回実

施し、現時点で最新版である日本版 PHC Ver.2.4

まで更新した。

3．日本版PHC Ver. 2 . 4 の設問とフィードバッ

ク内容

表 2に、日本版 PHC Ver.2.4の設問一覧表を示

した。設問は、先述のとおり日本版 FTEM 3)の

段階と育成の基軸により整理された全 93項目で

あった。これらの設問に対する回答は、Ver.1.0

と同様に、4つの選択肢（「いいえ」「どちらかと

いうといいえ」「どちらかというとはい」「はい」）

を設定した。

図 1に、回答結果より作成されたフィードバッ

クシート（イメージ）を示した。回答後のフィー

ドバックは、イギリスの UKスポーツで実施され

ていた信号の色に見立てた 3段階の評価システム

を参考にした 8)。回答結果は、日本版 FTEM 3)の

段階と育成の基軸別に得点化し、100点満点中 75

点以上を青色、50点以上 75点未満を黄色、50点

未満を赤色と信号の評価システムで可視化した。

また、各 NF内で相対的に得点が低かった（回答

者の過半数以上が「いいえ」又は「どちらかとい

うといいえ」と回答した）設問、回答者間で回答

に差があった（ある回答者が「いいえ」、ある回

答者が「はい」と回答した）設問を抽出してフィー

ドバック内容に含めた。これらのフィードバック

内容を用いて、パスウェイの現状把握や課題抽出

を NFにおける日本版 PHC回答者の間で（原則、

パスウェイ専門家によるファシリテーションを含

めて）議論する課題検討会議の機会を設けた。そ

して、NFとして回答結果の見解や解釈を一致さ

せることで、次のアクションを決めることとした。

日本版 PHCは、JSCがパスウェイに関する事
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No. 設　　　　　　　問

1
オリンピック・パラリンピックや世界選手権等の国際競技大会でメダルを獲得するために求めるタレント像が科学的根拠に基
づいて明確である。

2
シニア代表と年代別代表の厳密な選考基準を設定し、関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利
害関係者）に共有されている。

3 行動規範、紛争処理規定等のインテグリティに関するポリシーが明確に定まっており、使われている。
4 普及・発掘・育成・強化の各段階におけるアスリートの移行に滞（とどこお）りがない。

5
１大会先の国際競技大会（オリンピック・パラリンピック競技大会等）でメダルを獲得するため、今後 2 ～ 6 年の明確な短期
計画がある。

6
２大会先の国際競技大会（オリンピック・パラリンピック競技大会等）でメダルを獲得するため、今後 6 ～ 10 年の明確な長
期計画がある。

7
協働コンサルで策定した「強化戦略プラン」は、最新の根拠に基づいて多くの関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、
スポーツ団体等の利害関係者）の意見を吸い上げて策定している。

8
普及・発掘・育成・強化の各段階で必要なアスリートの育成方針が協働コンサルで策定した「強化戦略プラン」に基づいており、
関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）の役割を明確にした上でに共有されている。

9
法人としての理念や目的を踏まえた上で、事業・計画等の根本的な考え方としてビジョン（ありたい姿）とミッション（果た
すべきこと）が首尾一貫している。

10
ビジョンとミッションを達成するための現実的な数値目標（KPI 等）を設定した行動計画（アクションプラン）や年間計画が
ある。

11 協働コンサルで策定した「強化戦略プラン」の進捗状況を定期的に見直している ( 例：回 / 年）。
12 見直した「強化戦略プラン」を現場で迅速に実行に移している。
13 PDCA（計画・実行・評価・改善）サイクルに沿って事業を推進している。
14 普及・発掘・育成・強化プログラム ( 例：海外遠征合宿）を検証・評価する機会が十分ある。
15 競技者登録人数と公認指導者の数の正確な統計データがある。
16 普及・発掘・育成・強化の各段階の競技者登録人口の数は十分である。
17 男女の競技者がいる場合、競技者登録人口に男女の偏りがない。
18 男女の競技者がいる場合、男女の育成段階に偏りがない。
19 強化責任者及び強化スタッフ（理事も含め）一人ひとりの役割と責任が明確で、組織図に反映されている。

20
シニア国際競技大会での実績（例：メダル獲得等）や専門知識（例：マネジメント、スポーツ科学等）を持つ専任のハイパフォー
マンスディレクターを配置している。

21

普及・発掘・育成・強化の段階を包括的にみる専任のパスウェイコーディネーター（※）やタレント発掘コーディネーター（※）
等を配置している。
※ 「パスウェイコーディネーター」とは、普及・発掘・育成・強化の各段階における環境整備（拠点、プログラム等）や段階

間のアスリートの移行を円滑に進める役割を担うスタッフを指します。
※ 「タレント発掘コーディネーター」とは、主に将来性豊かなアスリートの発掘と検証の役割を担うスタッフを指します。

22
スタッフを求人する際に、国際競技大会での実績（例：メダル獲得等）や専門知識（例：マネジメント、スポーツ科学等）を
持つ人材を採用することができる。

23 スタッフの能力を開発するための専門的又は個別の能力開発の研修プログラムがある。
24 財政状況が健全である（財政的基盤が脆弱でない）。

25
普及・発掘・育成・強化の各段階における事業費（基盤的強化費、戦略的強化費、toto、自己財源等）の配分の割合、アスリー
ト助成の実情を把握している。

26
ナショナルコーチ（※）、支援スタッフ、マネジメントチームとの会議を定期的に行っている（例：回 / 年）。
※「ナショナルコーチ」とは、貴団体の立場（役職）として育成・強化の役割を担うフルタイムコーチを指します。

27 組織内（理事や意思決定者含めたスタッフ間）で、綿密かつ効果的なコミュニケーションを行っている。

28

年代別代表（※）からシニア代表（※）まで一貫した指導方針があり、関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポー
ツ団体等の利害関係者）に共有されている。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは、年齢制限のない（オープン）代表を指します。

29 目標に到達するための明確な発掘・育成・強化プログラムがある。
30 各段階においてコーチ人材育成プログラムを体系的に実施している。

31
ナショナルコーチ（※）を定期的に評価する仕組みがある。
※「ナショナルコーチ」とは、貴団体の立場（役職）として育成・強化の役割を担うフルタイムコーチを指します。

32 将来有望なアスリートや選抜されなかったアスリートに対する支援体制を整備している。
33 国際競技連盟、中央競技団体、都道府県競技団体との連携・協働体制を構築し、各段階で密なコミュニケーションをとっている。

34
普及・発掘・育成・強化の各段階における関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）
が誰であるかを把握し、各段階で連携して協働している。

表 2．日本版パスウェイヘルスチェックVer.2.4 の設問一覧
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No. 設　　　　　　　問

35
関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）に対して、国際ルールおよび規範の変更等
を迅速に周知している。

36 普及・発掘・育成・強化の各段階を通してアスリートの支援・教育プログラムを系統的に実施している。
37 国内外の情勢を分析する情報戦略活動を積極的に実施している。
38 アスリートのプロフィール、チェックデータ、競技大会等の情報を集約するデータベースを構築・運用している。
39 都道府県別の参加者の正確な統計データがある（「ホットスポット分析」）。
40 参加者を増やすアイデアを草の根レベルから収集している。
41 参加者を増やす普及の取組を積極的に実施している（例：回 / 年）。
42 参加者を増やす普及の取組を見直す機会がある。

43
この段階（F 段階）で基本スキル習得のための初心者向けのカリキュラムがあり、関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、
大学、スポーツ団体等の利害関係者）に共有されている。

44 初心者が競技体験できる機会（例：ミニ大会）がある。
45 地域の指導者の数が十分である。
46 普及により増えた参加者を受け入れる施設が十分にある。
47 都道府県競技団体と連携・協働体制を構築し、綿密かつ効果的なコミュニケーションを行っている。

48
関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）に対して、普及に関する情報共有を定期的
に実施している。

49 この段階（T 段階）の求めるタレント像（身体的、生理的、心理的、技術的、社会的特徴）が科学的根拠に基づいて明確である。

50
年代別代表（※）の厳密な選考基準を設定している。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。

51
選考基準は、生まれ月（相対的年齢効果）や晩熟型のアスリートに配慮している。（パラ競技の場合は、クラス分けにも配慮
している。）

52

年代別代表（※）及びシニア代表（※）の出身地を把握している。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは、年齢制限のない（オープン）代表を指します。

53

年代別代表（※）からシニア代表（※）（現段階（T 段階）から次の段階（E 段階））への移行率（輩出効率）が高い（「コンバー
ジョン分析」）。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

54 他の競技から、又は他の競技への種目転向（種目最適化）に寛容である。
55 全国各地で同じ測定機器や測定方法等で専門的測定を実施している。
56 この段階（T 段階）で目標に到達するために必要な育成方針を提示している。

57

年代別代表（※）からシニア代表（※）までの段階で明確な移行プログラムがある。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

58 科学的な根拠に基づいた発掘プログラムを公式に実施している。
59 タレント発掘・育成の過程の中で検証期間を設定している。

60
この段階（T 段階）に専任のコーチを配置し、ジュニア期からシニア期までの移行期の支援体制整備及び育成環境等の分析を行っ
ている。

61
年代別代表（※）を対象に地域で合宿を実施している。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
62 この段階（T 段階）で国内外の競技大会を実施している（例：回 / 年）。
63 発掘・検証段階で選ばれた有望者を追跡している（「追跡調査・トラッキング」）。

64
年代別代表（※）は、スポーツ科学・医学・情報支援にアクセスし、利活用している。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
65 この段階（E 段階）の求めるタレント像（身体的、生理的、心理的、技術的、社会的特徴）が科学的根拠に基づいて明確である。

66
シニア代表（※）の厳密な選考基準を設定している。
※ 「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

67
協働コンサルで策定した「強化戦略プラン」に基づいてこの段階（E 段階）で必要な育成方針を関係者（都道府県競技団体、
クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）に提示している。

68
シニア代表（※）の強化プログラムは、世界基準の根拠に基づいて計画通りに実施している。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。
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No. 設　　　　　　　問

69
シニア代表における日常のトレーニング環境は世界基準である。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

70 強化拠点があり、定期的に利活用している。
71 国際競技大会の開催に適した強化拠点がある。

72
シニア代表（※）における質の高い国内外の合宿を十分に実施している。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

73

シニア代表（※）と年代別代表（※）が一同に介した合同合宿を実施している。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

74
シニア代表（※）における質の高い国内外の競技大会派遣を十分に実施している。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

75 この段階（E 段階）で都道府県競技団体と連携・協働体制を構築し、綿密かつ効果的なコミュニケーションを行っている。

76
この段階（E 段階）で関係者（都道府県競技団体、クラブ、学校、大学、スポーツ団体等の利害関係者）に対して、早期引退
やタレントの喪失（タレントロス）を防ぐための情報共有を定期的に実施している。

77
シニア代表（※）は、スポーツ科学・医学・情報支援を利活用している。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

78
シニア代表（※）に対するキャリア計画（例：デュアルキャリアのプラン）や能力開発等の高次の取組を実施している。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。

79 この段階（M 段階）の求めるタレント像（身体的、生理的、心理的、技術的、社会的特徴）が個別性に基づいて明確である。
80 この段階（M 段階）で個人の要望やニーズに合わせて個別性の高い強化プログラムを実施している。
81 この段階（M 段階）で個別の課題に対しての高次の取組（高地トレーニングや能力開発等）を実施している。
82 この段階（M 段階）の主な関係者（クラブ、企業、大学、スポーツ団体等の利害関係者）を把握し、連絡がとれる。

83
この段階（M 段階）でアスリートのデュアルキャリアやメンタルヘルス / ウェルビーイング（より良く生きる様）の支援を積
極的に実施している。

84 この段階（M 段階）で企業や大学等と共同で研究開発（例：マテリアル、トレーニングツール）を実施している。

85

シニア代表（※）と年代別代表（※）の両方又はいずれかの国際競技大会でアスリートもしくはコーチとして実績（例：メダ
ル獲得）のある年代別代表コーチ（※）がいる。
※ 「年代別代表」とは、将来オリンピック・パラリンピック種目の代表につながる主にアンダーカテゴリー（例：ジュニア、ユー

ス、カデ等）の代表を指します。
※「シニア代表」とは年齢制限のない（オープン）代表を指します。
※ 「年代別代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「年代別代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

86
年代別代表コーチ（※）に対して定期的に正当な評価を行い、適切な報酬を支払っている。
※ 「年代別代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「年代別代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

87
年代別代表コーチ（※）は、スポーツ科学・医学・情報支援を積極的に利活用している。
※ 「年代別代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「年代別代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

88
年代別代表コーチ（※）を教育する相談役・メンターに準ずる人材がいる。
※ 「年代別代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「年代別代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

89

シニア国際競技大会でアスリートもしくはコーチとして実績のある（例：メダル獲得）専任のシニア代表コーチ（※）を配置
している。
※ 「シニア代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「シニア代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

90
シニア代表コーチ（※）に対して定期的に正当な評価を行い、適切な報酬を支払っている。
※ 「シニア代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「シニア代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

91
シニア代表コーチ（※）は、スポーツ科学・医学・情報支援を積極的に利活用している。
※ 「シニア代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「シニア代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

92
シニア代表コーチ（※）を支援するアドバイザーや相談役・メンターに準ずる人材がいる。
※ 「シニア代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「シニア代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。

93

シニア代表コーチ（※）を求人する際に、シニア国際競技大会でアスリートもしくはコーチとして実績のある（例：メダル獲得）
人材を採用することができる。
※ 「シニア代表コーチ」とは、NF の立場（役職）として、「シニア代表」に対する育成・強化の役割を担うフルタイムコーチ

を指します。
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図１．事業で活用されたフィードバックシート（イメージ）
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業を実践する中で、NFにおけるパスウェイの現

状把握や課題抽出のために、NFのパスウェイ構

築に関わる関係者間でのコミュニケーションを促

進するためのツールとして開発された。本研究で

は、諸外国の事例を参考に、パスウェイ有識者と

パスウェイ専門家が協働して日本版 PHCの基本

設計を行い、JSC事業に関わる NFの意見を組み

込むことで、より実践場面で役立つツールの開

発を目指した。以下は、開発した日本版 PHCを

JSC事業で活用した事例を報告して、得られた波

及効果と課題、及び課題を踏まえた実践的提言を

述べる。

Ⅲ．日本版PHCの活用事例

1．「アスリートパスウェイの戦略的支援」事業

での活用事例

本節の対象 NFは、2020～ 2021年度「アスリー

トパスウェイの戦略的支援（競技別コンソーシア

ムによる地域パスウェイの整備）」事業を委託さ

れた 7団体であった。対象 NFは、2021年 1～

2月又は 2021年 5～ 6月に日本版 PHCの趣旨や

実施方法をパスウェイ専門家から説明を受けた

後、当事業の各 NF担当者を中心に普及・発掘・

育成・強化に関連する回答者を選定して、日本版

PHC（全 93問）にオンラインシステム（Microsoft 

Forms、Microsoft社製）より回答がなされた。

本節の対象 NFの日本版 PHC回答者に対して

パスウェイ専門家によるフィードバックの機会

（課題検討会議）が設けられ、回答結果は、パス

ウェイの現状把握や課題抽出のために用いられ

た。フィードバック内容は、まず日本版 PHCの

回答から日本版 FTEM 3)の育成段階や育成の基軸

別に得点化され、信号の評価システムの結果を観

察しながら、パスウェイの現状や課題の全体像が

課題検討会議に参加した NFの日本版 PHC回答

者の間で共有された。その後、NFの日本版 PHC

回答者間で回答に差があった設問や相対的に得点

の低かった設問に対して議論する機会が設けられ

た。そして、パスウェイに関する課題の詳細化や

具体化を進めるとともに、課題の優先順位と現実

的に JSC事業内で改善でき得る内容が見定めら

れた上で、次のアクション（パスウェイの課題に

対する改善策、関係者との連携促進等）の検討が

行われた。

日本版 PHC活用後の対象NFに対するアンケー

ト調査では、「情報共有の機会を創出できて良かっ

た」「NF内での議論により個人間で考え方や理想

とする姿が異なることに気がついた」「アスリー

トの育成過程に様々な課題があった」「NF内での

情報共有のみで終わらないために次のアクション

につなげる必要があると感じた」「客観的な指標

を用いることが今後必要であると感じた」の波及

効果と課題に関する回答が得られた（表 3）。

2．「次世代ターゲットスポーツの育成支援」事

業での活用事例

本節の対象 NFは、2021年度「次世代ターゲッ

トスポーツの育成支援」事業を委託されていた

16団体であった。対象 NFは、日本版 PHCの趣

旨や実施方法をパスウェイ専門家から説明を受け

た後、当事業の NF担当者を中心に回答者が選定

され、2021年 4～ 5月（事業実施前：PRE）と

2021年 11～ 12月（事業実施後：POST）の計 2回、

日本版 PHCの T（タレント）及び E（エリート）

段階に該当する設問にオンラインシステム（Mic-

rosoft Forms、Microsoft社製）より回答がなされた。

当事業では、T及び E段階のパスウェイの構築支

援を実施していたことから、日本版 PHCの全 93

問のうち、該当する 39問の設問が選択され活用

された。

PREの回答結果とフィードバック内容は、回

答者に対してパスウェイ専門家によるフィード

バックの機会（課題検討会議）が設けられ、パス

ウェイの現状把握や課題抽出のために用いられ

た。このフィードバックは、T及び E段階の設問

を上述のⅢ．1．「アスリートパスウェイの戦略的

支援」事業と同様の方法で実施された。POSTの

回答結果は、日本版 PHCの設問別に PREからの

回答の変化（増減）が定量化されたフィードバッ

クシートを作成して、NFにフィードバックされ
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た。そして、回答に変化（増減）があった設問に

ついて、その変化の要因を踏まえた改善案が本節

の対象 NF内で議論された後、当事業における次

年度（2022年度）の計画に反映された。

日本版 PHC活用後の対象NFに対するアンケー

ト調査では、「これまでにない観点からパスウェ

イを考えることができた」「これから取り組むべ

き課題と PHCの結果が一致していた」「設問を 1

つずつ確認したこと自体が現状把握に繋がった」

「体系的な取組が必要だと感じた」「用語や意味が

分かりにくい設問もあった」「競技特性に合わな

い設問があるように感じた」「回答者の立場によ

り回答が変わってくると感じた」の波及効果と課

題に関する回答が得られた（表 3）。

Ⅳ．実践的提言

本研究では、日本版 PHCの開発過程を報告し

た。その結果、日本版 PHCをコミュニケーショ

ンツールとして活用することで、本研究の対象

NFがパスウェイの現状把握や課題抽出について

情報共有や議論する機会を提供し、課題解決の

ための次のアクションを設定することが可能と

なった。また、先述の「Ⅲ．日本版 PHCの活用

事例」で得られた対象 NFへのアンケート調査の

結果を、波及効果と課題に分けて整理した（表 3）。

以下は、これらの知見を踏まえて日本版 PHCを

実施する上での注意点について述べる。

表 3の日本版 PHC活用の波及効果をみると、

日本版 PHCの開発趣旨であった NFにおける普

及・発掘・育成・強化の担当者が一同に介する場

として課題検討会議を行ったことにより、コミュ

ニケーションの促進がうかがえ、開発趣旨に対

する一定の成果が得られたと思われる。日本版

PHCを用いて NF関係者間での効果的なコミュニ

ケーションを図る際には、「個人の考え方や理想

が異なること」「これまでにない観点からパスウェ

イを考えること」「設問を 1つずつ確認すること

が現状把握に繋がること」を念頭に置き、回答結

果を肯定的に捉えて、建設的な議論を行うことが

望ましいと思われる。

一方で日本版 PHC活用の課題についてみると、

抽出された本研究の対象 NF内の課題と、日本版

PHCのツールとしての課題の大きく 2つの観点

から、実施上の注意点を検討する必要があると考

えられた。まず NF内の課題として、「パスウェ

イの課題の可視化」「次のアクションの具体化及

び実行化」「体系的な取組や客観的な指標の必要

性」が明らかとなった。これらの課題を踏まえ

て、各 NFは日本版 PHCを活用したコミュニケー

ションの促進により可視化された現状や課題につ

いて、パスウェイを体系的に捉えた上で各自の役

割を明確にして、次のアクションを客観的な指標

表３．日本版パスウェイヘルスチェックを活用した対象NFに対するアンケート調査結果の一覧

事　　業　　名 波　及　効　果 課　　　　　題

アスリートパスウェイの戦略
的支援
( 競技別コンソーシアムによる
地域パスウェイの整備 )

・ 情報共有の機会を創出できた点が良かっ
た。

・ NF 内の議論により個人間で考え方や理
想が異なることに気がついた。

・ アスリートの育成過程に様々な課題が
あった。

・ NF 内での情報共有のみで終わらないよ
うに次のアクションにつなげる必要が
あると感じた。

・ 客観的な指標を用いることが必要であ
ると感じた。

次世代ターゲットスポーツの
育成支援

・ これまでにない観点からパスウェイを
考えることができた。

・ これから取り組むべき課題と PHC の回
答結果が一致していた。

・ 設問を 1 つずつ確認すること自体が現
状把握に繋がった。

・ 体系的な取組が必要だと感じた。
・ 用語や意味が分かりにくい設問もあっ

た。
・ 競技特性に合わない設問があるように

感じた。
・ 回答者の立場により回答が変わってく

ると感じた。



萩原と衣笠

150

等を設定して実践していくことが重要であると考

えられる。

また日本版 PHCのツールとしての課題として、

「一部の設問の用語・内容が難しいこと」「競技特

性に完全に合致しないこと」「回答者の立場によ

り回答が異なること」が明らかとなった。これら

の課題を踏まえて、日本版 PHCを用いる際には

次のようなことに注意すべきと思われる。まず、

回答者の選定時には、NFの普及から強化までの

範囲を網羅できる回答者の編成を考えることが推

奨される。回答者の選定後は、回答者間におけ

る日本版 PHCの設問内容の解釈を合わせた上で、

各自回答することが望ましいと思われる。また、

回答者の立場によって回答が異なったという課題

に対しては、第三者のファシリテーターを配置し、

一同に介した回答者がコミュニケーションを図り

ながら建設的に議論することが望ましいと思われ

る。さらに、対象NF内の体制変更等によりスタッ

フが入れ替わる際には、前任者と後任者とが議論

しながら日本版 PHCに回答して、設問の理解度

を同水準にした上で対象 NFの現状を把握してい

くような工夫も必要と考えられる。しかし、現実

的には、本研究で開発したツールを用いて前体制

におけるパスウェイの現状と課題が NF内に記録

として残ることで、新体制においてその改善点を

更に検討するための参考資料として活用できる可

能性もあると思われる。

本研究の限界は、日本版 PHCの開発過程から

活用までに、全てのオリンピック・パラリンピッ

ク競技に対して活用したわけでないため、競技特

性や各競技のパスウェイ（普及・発掘・育成・強化）

の一連の体制整備の状況の違い等を踏まえると、

汎用性の検証がやや不十分な点である。この点に

ついて、日本版 PHCの設問（全 93問）は、パス

ウェイに関連する現状把握や課題抽出のための競

技共通の大きな枠組みの一つとして捉えるとよい

と思われる。各競技に該当しない設問がある場合

は、事前に各 NF内で該当する設問の重要性や必

要性等について議論して、設問に対する見解や解

釈を一致させた後で設問に回答するか、もしくは

回答結果（得点）の高低について議論する方が好

ましいと思われる。今後は、日本版 PHCの設問

に対して「当てはまらない」「該当なし」等の回

答も検討されるべきであろう。

最後に、「第 3期スポーツ基本計画」5)や「持続

可能な国際競技力向上プラン」7)では、東京 2020

オリンピック・パラリンピック競技大会での好成

績を一過性のものとせず、持続的に国際競技力向

上の維持及び向上を図っていくために、「各競技

のアスリート育成パスウェイを可視化するため、

JSCの各 NFにおけるアスリート育成の現状を分

析するツール（パスウェイヘルスチェック）を活

用しながら、NFが日本版 FTEM等に基づく競技

別育成パスウェイモデルを策定するための支援

を行う」「NFにおけるアスリート育成パスウェ

イの構築等を通じた、中長期の戦略的な発掘・育

成・強化の取組により、世界で活躍するトップア

スリートを継続的に輩出する」と謳われている。

つまり、NFはパスウェイの現状を分析した上で、

中長期の戦略的なパスウェイの構築に取り組むこ

とが、我が国のスポーツ政策の目標の一つとして

掲げられているといえる。本研究で開発した日本

版 PHCは、NFにおける中長期の強化戦略を考え

る前段階に必要なパスウェイの現状把握や課題抽

出に寄与するものであり、パスウェイ構築に関わ

る関係者と連携・協働するための共通理解を促す

ためのコミュニケーションツールとして活用され

ることが今後期待される。

Ⅴ．まとめ

本研究では、対象 NFにおけるパスウェイの現

状把握や課題抽出のためのコミュニケーション

ツールである日本版 PHCの開発過程を報告した。

日本版 PHCは、諸外国の事例を参考に、我が国

のパスウェイの概念を踏まえて設問や運用ツール

が、7年間に渡る JSCのパスウェイに関連する事

業の中で実践的に活用しながら開発されてきた。

このツールを活用する上では、日本版 PHCの回

答結果を踏まえて NFのパスウェイ構築の関係者

間で主体的に次のアクションを協議し、NF内で



コミュニケーションツール「日本版パスウェイヘルスチェック」の開発

151

の合意形成のために見解や解釈を一致させていく

過程が重要であり、今後、NFのパスウェイ構築

に関わる関係者が連携・協働しながら中長期的な

視点に立って最適なパスウェイを構築していくこ

とが期待される。

註 1： 文部科学省「第 3期スポーツ基本計画」5) は、

スポーツ基本法の規定に基づき、文部科学

大臣が定めるスポーツに関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図るための重要な指

針である。

註 2： スポーツ庁「持続可能な国際競技力向上プ

ラン」7)は、東京 2020オリンピック・パラ

リンピック競技大会での好成績を一過性の

ものとせず、かつ少子化が進むわが国にお

いて持続的に国際競技力の維持・向上を

図っていくことを基本とした計画である。

註 3： 日本版 FTEM3)は、Gulbin et al.1)により提

唱 さ れ た FTEM（Foundation, Talent, Elite, 

Mastery）の枠組みをもとに、我が国におけ

る根拠に基づいたアスリート育成パスウェ

イの構築を推進するため、JSCが開発した

スポーツとアスリート育成の包括的な枠組

みである。

付記

本研究は、2016年度「メダルポテンシャルア

スリート育成システム構築事業」、2017～ 2021

年度「アスリートパスウェイの戦略的支援」、

2021年度「次世代ターゲットスポーツの育成支

援」の事業費を受けて実施したものである。 
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